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第５章 計画の推進方針 
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１．計画の推進体制 

１-１ 計画の推進・管理体制 
本計画の推進にあたっては、市民代表や有識者、国・県、道路管理者、交通管理者、市の関

係各課などから構成される「石巻市総合交通戦略審議会（以下、審議会という）」による統括
的な管理のもと、計画全体の推進及び事業の進捗状況の確認を行うとともに、基本目標に対
する指標・数値目標の確認・検証等を行います。 

また、審議会は計画の管理だけではなく、本市の公共交通等に関して継続的に協議する場
として位置づけ、市民のニーズや社会情勢等の変化に応じた公共交通ネットワーク※1 の見直
しや、持続可能な公共交通体系の構築に向けた検討を行います。 

 

１-２ 推進主体と基本的な役割 
本計画の推進にあたっては、市や交通事業者、関係機関などが密接に連携しながら、一体

的に取り組むとともに、必要に応じて有識者等の助言・補助による客観的な視点を加えつつ、
それぞれが担う役割および進捗等を確認しながら着実に進めます。 

 

表 推進主体と基本的な役割 

主体 基本的な役割 

石巻市 

○計画全体を進行する役割を担い、主体的に計画の管理および事業

の推進を図るとともに、公共交通の確保・維持に向けた検討を行

う。 

○他の分野とも連携を図るために“橋渡し”となる役割を担い、市

全体での取り組みの推進を図る。 

交通事業者 

○公共交通の運営・運行主体として、本計画に基づいた施策・事業

の展開を行うとともに、市とともに持続可能な公共交通に向けた

検討を進める。 

市民 

○公共交通を積極的に利用するとともに、利用者の目線から、公共

交通の改善に向けて積極的な意見・アイディアを発案する役割を

担う。 

○行政とともに公共交通を支えるなど、協働※2による公共交通の確

保・維持に向けた取り組みの展開を図る。 

国・県 
○全体的な統括の視点や、他地域での事例などを踏まえながら計画

の推進に対して助言する。 

道路管理者・ 

交通管理者 

○道路行政の視点から公共交通運営の正当性・妥当性について判断

する。 

有識者 
○本計画に示す施策・事業の実施方針等について、多角的な視点か

ら助言等を行う。 

 

  

※1～2：巻末資料「３.用語集」参照 
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２．計画の推進方法 

本計画は PDCA サイクルにより、審議会の管理による着実な事業実施（D）、個別事業や計画
全体の検証・評価（C）、個別事業及び計画全体の見直しを行うこととします。 

特に検証・評価にあたっては、本計画の基本目標の達成状況の確認にあたり設定した、指
標に基づき行うものとし、毎年度数値を整理し評価を実施します。 

また、計画の検証・評価の結果については、審議会に示すこととし、事業の実施状況等と合
わせて達成状況等に関する検証を行います。 

もし審議会の場において検証の結果、「個別事業の見直しが必要」とされる場合には、見直
しが必要とする理由等を踏まえて要因分析を行い、適切に改善や事業計画の検討（A・P）を行
います。 

なお、事業実施（D）に関連して、特に公共交通ネットワーク※1の再編・見直し等を実施す
る際には、必要に応じて「地域公共交通利便増進実施計画」の策定を検討します。（併せて、
施策・事業に対する利便増進事業の適用も検討） 

 
図 計画の推進方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度ごとの実施において、本計画や地域公共交通確保維持改善事業（国庫補助事業）に関
する協議などを行うため、適宜審議会を開催し、評価結果を検証するとともに、有識者等の
意見を踏まえ実施中の事業内容等を改善するほか、次年度に向けた事業計画の検討を行いま
す。 

表 年度ごとの実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

●

〇 ●

計画・事業に
関連した評価

補助事業等に
関連した評価

実施事項

審議会の開催

庁内調整

地域間幹線系統関連

公共交通計画
のPDCA

予算要求

P

計画認定

申請
認定

補助金交付申請

（前年度分）

● ●●

地域公共交通

確保維持改善

計画の作成

P
次年度の事業計画の検討

C

P
次年度の事業実施に向けた最終調整

計画のモニタリング

・検証

A
次年度事業の

見直し検討

D
事業の実施

●

C

次期計画
2022年
（令和4年）

2023
（令和5年）

2024
（令和6年）

2025
（令和7年）

2026
（令和8年）

2027
（令和9年）

改定

本計画の計画期間
項目

計画全体の見直し（P)

個別事業の検討・見直し
（A・P）

モニタリング・評価（C)

事業実施（D)

データ取得 データ取得 データ取得 データ取得 データ取得

※1：巻末資料「３.用語集」参照 
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３．指標の管理 

３-１ アウトカム指標の設定 

①指標一覧 

第 2 章において設定した、基本目標の達成状況を確認するための指標として設定したアウ
トカム指標を以下に示します。アウトカム指標の目標年次は計画最終年度の 2026 年度（令和
8 年度）とします。 

なお、現況値に示す数値については新型コロナウィルスまん延による外出機会の減少や、
公共交通の利用機会の減少などの影響を受けている可能性が考えられるため、今後の状況を
みながら、現況値及び目標値に対しては、適宜補正を図るなど見直しを行うこととします。 
※アウトカム指標の設定の考えについては、P.14 を参照ください。 

 
表 アウトカム指標一覧 

目標 指標 現況値 目標値 

目標１：日常の移動手

段として選ばれる公

共交通 

公共交通の分担率 

（現況値：2021 年度） 
1.4％ 

3.0％ 

（増加） 

公共交通を利用して外出した市

民の割合 

（現況値：2021 年度） 

5.7％ 
8.0％ 

（増加） 

目標２：まちの営みと

賑わいを支える公共

交通 

市民 1人当たりの公共交通の利用

回数 

（現況値：2019～2020 年度） 

59.5 回/人・年 
64.4 回/人・年 

（増加） 

路線バス・鉄道の就業者人口カバ

ー率 

（現況値：2016 年度） 

36.9％ 
40.0％ 

（増加） 

目標３：様々な連携に

より戦略的に活用さ

れる公共交通 

サービスレベルの高いエリアの

人口カバー率 

（現況値：2021 年度） 

32.9％ 
32.9％ 

（維持） 

モビリティマネジメントによる

通勤手段が変化した事業者数※1 

（現況値：2021 年度） 

0 件 
5 件 

（増加） 

※１：指標に設定するモビリティマネジメントを実施する事業者は、事業実施による一定量の効果発現を図るた

め「50 人以上」の従業員規模の企業・団体等とします。 
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②数値目標の算出方法（アウトカム指標） 

各指標における算出方法を以下に示します。 
 

目標１の指標①： 

公共交通の分担率 

〇市民アンケート調査結果をもとに整理した、外出時に用いる
移動手段において、公共交通（鉄道、高速バス、路線バス、
住民バス等、乗合タクシー※1、一般タクシー、航路）の占め
る割合を算出。 

※目標値の確認にあたっては、計画最終年度の 2026 年度（令
和 8 年度）に市民アンケート調査を実施することが必要。 

目標１の指標②： 

公共交通を利用して外

出した市民の割合 

〇市民アンケート調査結果をもとに整理した、過去 3 か月以内
の公共交通の利用頻度のうち、「月に数回」以上、公共交通
を利用している市民の割合を算出。 

※ほぼ毎日・週 3～4 日・週 1～2 日・月に数回の合計。 

目標２の指標①： 

市民 1 人当たりの公共

交通の利用回数（年

間） 

〇住民バス等、路線バス、離島航路、鉄道の年間利用者数につ
いて、それぞれ最新年度で把握可能な数値を合計し、公共交
通の年間利用者数を算出。 

〇鉄道については、東日本旅客鉄道が公表する通過人員におい
て、本市に関連する区間の数値（日あたり）に対し、365 を
乗じることで年間値を仮に算出。 

〇年間利用者数に対して、市の人口を割ることで、市民 1 人当
たりの公共交通の利用回数（年間）を算出 

※路線バス・住民バス等・離島航路は 2020 年度（令和 2 年度）、
鉄道は 2019 年度（令和元年度）の数値を活用 

目標２の指標②： 

路線バス・鉄道の就業

者人口カバー率 

〇就業人口分布メッシュ（経済センサス：2016）を用いて、路
線バス等のバス停 250ｍ、鉄道の駅 500ｍ以内に分布する就
業人口を算出（GIS 処理）し、就業人口総数に占める割合を
算出。 

※バス停・駅のバッファ（円）に対するメッシュ人口の計算方
法は、重なる面積に応じて算出。（面積比按分） 

目標３の指標①： 

サービスレベルの高い

エリアの人口カバー率 

〇人口分布メッシュ（国勢調査：2015）を用いて、市街化区域※2

内におけるサービスレベル A～C の中に分布する人口を算出
（GIS 処理）し、総人口に占める割合を算出。 

目標３の指標②： 

モビリティマネジメント

による通勤手段が変化

した事業者数 

〇市内の企業や団体、学校などを対象として、モビリティマネ
ジメント※3の取り組みを展開するとともに、展開後の検証も
行うこととし、実際に公共交通への転換がみられた事業者の
数をカウント。※モビリティマネジメント※3 の実施にあた
り、事前調査・事後調査の実施により把握 

 

  

※1～3：巻末資料「３.用語集」参照 
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３-２ アウトプット指標の設定 
前述の、アウトカム指標については効果・成果の発現に一定の期間を要することから、計

画最終年度（2026 年度（令和 8 年度））に検証を行うこととしています。 
一方、本計画を PDCA サイクルで推進する上では、毎年度事業実施による短期的な効果等を

把握することが望ましいと考えられるため、単年での検証に活用するアウトプット指標を設
定します。 

なお、アウトプット指標については、PDCA サイクルによる推進に向けた、事業実施による
直接的な効果を把握することが主眼となるため、各施策に対してそれぞれ設定することを想
定します。 

①指標一覧 

表 アウトプット指標一覧（1/2） 

施策 指標 現況値 目標値 

施策1-1：利用し

やすい公共交通

ネットワークの

構築 

施策 1-2：利用

しやすい公共交

通システムの確

保 

路線網の市全体の公共交通体系の統合に

向けた検討回数（会議） 
－ 5 回/年 

路線バスの運行時間の見直し（拡大）を検

討した路線数 
－ 1 路線/年 

市街地主幹軸における同方向等間隔サー

ビス（パターンダイヤ）の路線数 
0 路線 最終目標 5 路線 

運賃制度の改正に向けた検討回数（会議） － 3 回/年 

交通系 ICカード※1等のキャッシュレス決

済に対応した公共交通の路線の割合 

48.1％ 

（13/27） 
最終目標 100％ 

施策２-１：待合

環境等の案内や

情報提供の充実 

情報発信や案内等に係るガイドラインの

作成 
－ 

1 件 

（令和 4年度中完成） 

ガイドラインに沿って案内が設置された

駅・バス停の数 
－ 最終目標 14箇所 

施策２-２：待合

環境等の利用し

やすさの改善 

ベンチや上屋を新たに設置したバス停の

数 
－ 

2 箇所/年 

（最終目標 10箇所） 

鉄道駅の駐輪場の改良箇所数 － 
1 箇所/年 

（最終目標５箇所） 

施策３-１：他分

野と連携した都

市構造の構築 

公共交通サービスによりアクセス可能な

中核拠点・都市拠点の数 
5 拠点 最終目標 5 拠点 

都市計画分野や道路政策分野と連携した

会議開催数 
－ 1 回/年 

施策３-２：公共

交通に対する市

民意識の改善 

市民とのテーマ別の意見交換会の開催件

数 
－ 1 回/年 

市が実施するモビリティマネジメント※2

の実施箇所数（本庁・支所など） 
－ 1 箇所/年 

市が支援するモビリティマネジメント※2

の実施事業所数 
－ 1 事業所/年 

  

※1～2：巻末資料「３.用語集」参照 
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表 アウトプット指標一覧（２/2） 

施策 指標 現況値 目標値 

施策４-１：運行情

報等のわかりや

すさの改善 

バス運行情報（経路・ダイヤ）などの市

報等による住民への周知回数 
－ 1 回/年 

路線番号を付与した路線の割合 － 最終目標 100％ 

施策４-２：公共交

通に関するデジ

タル情報の充実 

市内の全ての公共交通モードにおいて

GTFS-JP での運行情報の作成・更新の体

制の構築件数 

1 交通モード 

最終目標 4 交通

モード 
（鉄道、路線バス、航

路、住民バス等） 

主要な経路検索コンテンツでの市内公共

交通の対応状況 

55.0％ 

（11/20） 
最終目標 100％ 

施策５-１：運行に

係る財源等の適

切な確保 

国や県に対する公共交通の確保・維持に

係る財源の要望活動 
1 回/年 1 回/年 

施策５-２：運行に

係る安定的な体

制等の確保 

乗務員確保に向けた求人情報等の市報へ

の掲載などによる周知活動 
－ 2 回/年 

公共交通等の安全運行に関する研修会の

開催 
－ 1 回/年 
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②数値目標の算出方法（アウトプット指標） 

各指標における算出方法を以下に示します。 
 

施策 1-1 

施策 1-2 

路線網の市全体の公共交

通体系の統合に向けた検

討回数（会議） 

〇公共交通の見直し等に向けて着実に推進するこ
ととし、協議に関する会議の開催件数を目標値と
して設定。 

〇会議は地域公共交通会議・事業者ワーキング会
議・庁内ワーキング会議を対象とするが、これと
は別に組織を設立し、協議を行う場合においても
対象とする。 

路線バスの運行時間の見

直し（拡大）を検討した路

線数 

〇市内の路線バス 12 路線において、住民の帰宅時
などに使いやすいダイヤとするため、運行時間を
拡大する見直しを実施した路線の数を目標値と
して設定。 

市街地主幹軸における同

方向等間隔サービス（パ

ターンダイヤ）の路線数 

〇市街地主幹軸においては、パターンダイヤ（ある
いは運行間隔の平準化）を図ることを目標とし
て、沿線の路線数を目標値として設定。 

運賃制度の改正に向けた

検討回数（会議） 

〇路線バスや住民バス等に係る運賃制度の見直し
に向けて着実に推進することとし、協議に関する
会議の開催件数を目標値として設定。 

〇会議は地域公共交通会議・事業者ワーキング会
議・庁内ワーキング会議を対象とするが、これと
は別に組織を設立し、協議を行う場合においても
対象とする。 

交通系 IC カード※1 等の

キャッシュレス決済に対

応した公共交通の路線の

割合 

○鉄道 3 路線、航路 2 路線、路線バス 12 路線、住
民バス等 10 路線の計 27 路線に対するキャッシ
ュレス決済の対応状況を目標値として設定。 

※2022 年（令和 4 年）時点の対応状況は鉄道 1 路
線（仙石線）及び路線バス 12 路線（全路線） 

施策 2-1 

情報発信や案内等に係る

ガイドラインの作成 

〇施策 2-1 に示す情報発信や案内等に関するガイ
ドラインの確実な作成を目指し、作成した件数を
目標値として設定。 

ガイドラインに沿って案内

が設置された駅・バス停

の数 

〇施策 1-1 で設定する中核拠点・都市拠点・交通結
節点においては、最低限案内・情報発信の機能を
充足することを目標として、中核拠点 1 箇所・都
市拠点 4 箇所・交通結節点 9 箇所の計 14 箇所を
目標値として設定。 

施策 2-2 

ベンチや上屋を新たに設

置したバス停の数 

〇市街地・郊外部に関わらず、一定程度の利用が多
いバス停において待ちやすい環境を確保するた
め、ベンチや上屋を新たに設置した数を目標値と
して設定。 

鉄道駅の駐輪場の改良箇

所数 

○鉄道駅において屋根などが設置された駐輪所へ
の改良した箇所数を目標値として設定。 

※石巻あゆみ野駅の駐輪場の環境が目標 
 

 

 

※1：巻末資料「３.用語集」参照 
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施策 3-1 

公共交通サービスにより

アクセス可能な中核拠点・

都市拠点の数 

〇中核拠点として設定する石巻駅、及び都市拠点と
して設定する 4 拠点、合計 5 拠点を目標値として
設定。 

都市計画分野や道路政策

分野と連携した会議開催

数 

〇都市計画課や道路課などをはじめとして、都市政
策・道路政策を推進する各課と、公共交通の連携
した取り組み等の検討や、情報共有等を行う会議
の開催件数を目標値として設定。 

施策 3-2 

市民とのテーマ別の意見

交換会の開催件数 

〇高齢者や障がい者、高校生などの移動に制約があ
り、移動手段確保に問題等を抱える可能性が高い
層を中心に、公共交通等に関する意見交換会を開
催することとし、開催件数を目標値として設定。 

市が実施するモビリティ

マネジメントの実施箇所

数（本庁・支所など） 

○市が主体となり、市職員を対象として先行的に実
施するモビリティマネジメント※1 の実施箇所数
（実施した本庁・支所などの拠点単位）を目標値
として設定。 

市が支援するモビリティ

マネジメントの実施事業

所数 

○市が支援しながら、モビリティマネジメント※1を
実施する企業・団体等の実施事業所数を目標値と
して設定 

施策 4-1 

バス運行情報（経路・ダイ

ヤ）などの市報等による

住民への周知回数 

〇運行情報の更新に合わせて住民へ周知を図るこ
とを目標とし、市報等により市が住民へ情報等を
周知した回数を目標値として設定。 

路線番号を付与した路線

の割合 

○路線バス・住民バス等に対して、路線番号・アル
ファベットの表記などを実施した路線数を目標
値として設定。 

施策４-２ 

市内の全ての公共交通モ

ードにおいて GTFS-JP

での運行情報の作成・更

新の体制の構築件数 

〇鉄道・航路・路線バス・住民バス等の４つの公共
交通モードにおける GTFS-JP※2でのデータ整備・
更新を行う体制の構築件数を目標値として設定。 

主要な経路検索コンテン

ツでの市内公共交通の対

応状況 

○主要な経路検索コンテンツ（P.24 参照）におけ
る市内公共交通 4 モードの対応状況を目標値と
して設定。 

※P.24 の表を全て○とすること（100％）が目標 

施策５-１ 

国や県に対する公共交

通の確保・維持に係る財

源の要望活動 

〇公共交通の確保・維持に対する財源を適切に確保
するため、国や県に対して市として財源を要望し
た回数を目標値として設定。 

施策５-２ 

乗務員確保に向けた求

人情報等の市報への掲

載などによる周知活動 

〇交通事業者の乗務員確保に向けて、事業者が発行
する求人情報を市報などに掲載した件数を目標
として設定。 

公共交通等の安全運行

に関する研修会の開催 

〇市が鉄道・路線バス・住民バスなどを運行する交
通事業者や、カーシェアリング※3などの移動サービ
スを運行する主体に対して研修会を開催した件
数を目標値として設定。 

 

 

  

※1～3：巻末資料「３.用語集」参照 



 

73 

４．地域公共交通確保維持改善事業の活用について 

第 4 章の施策 5-1 に示す通り、市内を運行する路線バスについては、国や県による補助な
ども活用しながら、適切に運行に係る財源を確保することとしています。 

特に国庫補助である地域公共交通確保維持改善事業（このうち、地域間幹線系統補助）に
ついては、補助の適用にあたって、該当路線の位置づけ・役割や必要性等を示す必要がある
ことから、ここでは記載が必要となる事項について示します。 

 

４-１ 地域公共交通確保維持改善事業の対象路線の役割等 
地域公共交通確保維持改善事業（地域間幹線系統補助）における該当路線及び事業者名、

及び本市における位置づけ・役割については下表の通りです。 
 

表 地域公共交通確保維持改善事業の対象路線の概要 

補助 

事業 

路線

名 
起点・終点 事業者名 位置づけ・役割 

地域間

幹線系

統補助 

石巻免
許セン
ター線 

石巻駅前・日赤病院（石
巻） 

ミヤコー
バス 

〇市街地外縁部と市街地中心部を運行し、
市街地内における回遊性向上及び市街地
へのアクセス手段としての役割を担う 

河南線 石巻駅前・河南総合支所 
ミヤコー
バス 

〇復興事業により移転が進む河南地域にお
いて、当該地域から市街地へのアクセス
手段としての役割を担う 

石巻専
修大学
線 

石巻駅前・飯野川 
ミヤコー
バス 

〇市街地と学術拠点を結ぶ路線として、本
市の都市活力の源である学生の移動を支
える重要な役割を担う。 

蛇田線 

①石巻あゆみ野駅南・い
しのまき元気いちば 

②石巻あゆみ野駅南・石
巻駅前 

ミヤコー
バス 

〇復興事業により移転が進む蛇田地域にお
いて、当該地域から市街地へのアクセス
手段としての役割を担う。 

※協定外のため分析等は除外 

河北線 石巻あゆみ野駅・飯野川 
ミヤコー
バス 

〇市街地北部の結節点である道の駅におい
て、地域内交通（住民バス）と接続するな
ど、北部地域における市街地へのアクセ
ス手段としての役割を担う。 

鮎川線 
①鮎川港・石巻駅前 
②鮎川港・イオンスーパ

ーセンター石巻東店 

ミヤコー
バス 

〇牡鹿半島方面を運行する路線であり、当
該地域における学生等をはじめとした市
民の、市街地へのアクセス手段としての
役割を担う。 

女川線 石巻駅前・女川運動公園前 
ミヤコー
バス 

〇女川町と本市を結ぶ路線であり、町から
本市の高校や病院などへのアクセス手段
としての役割を担う。 

 

４-２ 地域公共交通確保維持改善事業の必要性 
上記に示す通り、地域間幹線系統補助の対象とする路線については、市内各地域から市街

地や、周辺自治体から本市への移動を支えるなど重要な役割を担っており、市民等の日常生
活を支える上でこれらの路線を維持することは必要不可欠であると考えられます。 

しかしながら、これらの路線については人口減少等を背景とした利用者数の減少等により、
十分な収益を確保できていないことや、全体的に運行する距離が長く、運行に係る経費が大
きいことなど、持続性に課題を抱える状況にあります。 

このため、本計画に示す施策を行うことにより利用促進を図りつつも、国庫補助を活用し、
運行に係る財源を確保する必要があります。  


